
                                 

                                平成 22 年９月６日 

各   位 
                          会  社  名  ム ラ キ 株 式 会 社 

                         代 表 者 名  代表取締役社長 古屋 文男 

                              （ＪＡＳＤＡＱ コード ７４７７） 

                                          問 合 せ 先   執行役員経理部長 上中 良典 

                         電 話 番 号   ０４２－３５７－５６１０ 

 

第三者割当による新株式発行に関するお知らせ 
 

当社は、平成 22 年９月６日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式発行に関し、

下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．新株式の発行要領 

（１） 発 行 期 日        平成 22 年９月 27 日 

（２） 発 行 新 株 式 数          普通株式       2,000,000 株 

（３） 発 行 価 額          １株につき   35 円 

（４） 発 行 価 額 の 総 額          70,000,000 円 

（５） 資 本 組 入 額          １株につき   20 円 

（６） 資本組入額の総額          40,000,000 円 

（７） 募集又は割当の方法（割当先）   第三者割当増資による 

有限会社ドリーム・ワークス   1,000,000 株 

芝川 洋            1,000,000 株 

（８） その他有価証券通知書に記載している内容のうち発行株式に関する必要な内容 

前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とします。 

 
２．募集の目的及び理由 

当社は自動車関連用品総合卸売事業を営んでおります。主にサービスステーション（ガソリン

スタンド：略称ＳＳ）業界において、オイルエレメント、バッテリー、ワイパーブレード、自動

車用電球など自動車用機能パーツをはじめ、洗車機用洗剤、ワックス、各種添加剤などのケミカ

ル商品、看板、販促用商品を販売し、各ＳＳに納入しております。 
当社のこれら自動車関連用品の売上高の構成は 98％がＳＳ業界に依存しており、ＳＳ以外にお

いては、運送業、レンタカー会社等への販売供給となっております。 
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ＳＳ業界は、ここ数年に亘り、石油元売会社の施策であるＳＳ廃業を含めた淘汰再編が加速し

ていることなど当社の自動車関連用品を販売する市場であるＳＳの減少及びＳＳ所員の人員削減

等により当社の自動車関連商品の販売機会が失われる環境が続いております。 
このような市場環境にあって、同業他社との競争激化による減益に歯止めをかけるべく、人員

削減を始めとして経営の効率化を図った結果、経常利益を２期連続で計上しましたが、継続的に

売上高の減少及び営業キャッシュ・フローのマイナスが続いております。 
このような現状から当社は、これまでの施策の実施及びその結果を基に、改善状況及び当社を

取り巻く市場環境等の整理分析を行い、部門別に事業計画を策定し具体的諸施策を現在遂行中で

あります。 
しかしながら、前述のとおり売上高の減少及び営業キャッシュ・フローのマイナス状況から脱

しきれず、当社株主及び取引先に多大なる不安感を招く結果となっております。 
こうした中で、今回の第三者割当増資により財務改善を図り諸施策を実現し、早期に安定した

収益確保を実現してまいります。 
 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 
（１） 調達する資金の額 

① 調達する資金の額           70,000,000 円 
② 発行諸費用（概算額）          2,000,000 円 
③ 調達する資金の手取額（差引概算額）  68,000,000 円 

 
（２） 調達する資金の具体的な使途  

今回の第三者割当増資の目的は自己資本の充実を図り、財務体質を改善し、信用力を強化

するためのものであります。手取概算額 68 百万円は、環境対策事業を基軸とした新事業領

域への進出のための展開費用に全額充当する予定であります。 
 

（３） 調達する資金の支出予定時期 
具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

新事業領域への投資 68 平成 22 年 10 月～平成 23 年３月 
 

４．調達する資金使途の合理性に関する考え方 
今回調達する資金は、継続的に減少する売上高に歯止めをかけるべく、当社の既存主要事業で

あるＳＳ事業一辺倒の経営スタイルから脱却し、市場にとらわれない広角的視野を備えた新規事

業部門の拡充を図ることを目指しております。要求されるグローバル化に対応することで販売基

盤の拡大と財務基盤の強化につなげ、中長期的にも安定した会社運営を行っていくために必要な

資金調達であると考えております。結果として、当社の企業価値が向上し、株主利益の向上をも

たらすことから、合理性があるものと判断いたしております。 
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５．発行条件等の合理性 
（１） 払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本第三者割当増資の発行価格は１株につき 35 円としております。 
 新株式の発行価額につきましては、直近の株価が現在の当社及び外部環境を的確に反映した

客観的な評価であると当社にて判断し、本第三者割当増資に係る取締役会議決議直前２ヶ月の

月末の株式会社大阪証券取引所における終値の平均に 0.9 を乗じ、発行価額を 35 円（１円未満

四捨五入）といたしました。 
また、この算定根拠につきましては、本第三者割当増資に係る取締役会決議日であり、かつ、

発行価格を公表した日（平成 22 年９月６日）の直前営業日（平成 22 年９月 3 日）の終値とす

ると一時的な相場変動による影響を受ける可能性があり、また、最近の当社株価の変動状況、

売買高、流動性からすると、１ヶ月平均という期間でも少額の取引高によって株価が変動する

可能性は否定できず、一方、あまりに長期間では現在の市場実勢から乖離する可能性があるこ

とから２ヶ月の月末の平均株価を採用することが、客観性が高く合理的であると判断したもの

であります。 
 

（２） 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 
本第三者割当増資による新規発行株式数 2,000,000 株は、増資後の当社発行済株式総数の

13.60％に相当し、これにより一時的に１株当たりの株式価値の希薄化が生じます。しかしなが

ら当社にとりまして、売上高の開拓は中期経営計画を推進するには、緊急かつ重要な課題であ

り、企業経営の抜本的な構造改革を推し進めるうえで必要不可欠なものであると考えておりま

す。これによる企業価値及び株式価値の向上に資するものと考えております。以てこれらを勘

案したとき、今回の第三者割当増資による発行数量及び希薄化の規模は、合理的な範囲にある

ものと判断しております。 
なお、当社監査役会は、開示されたとおりの資金使途での調達資金の活用を遵守することを

条件として、本第三者割当増資による新株発行には特段の異議がない旨の意見を述べておりま

す。 
 

６．割当先の選定理由等 
（１） 割当先の概要                  （平成 22 年 8 月 31 日現在） 

① 商 号 有限会社ドリーム・ワークス 
② 本 店 所 在 地 東京都渋谷区松涛一丁目 13 番 18 号 
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 田中舘 佐知子 
④ 事 業 内 容 有価証券の取得及び保有、業務提携及び財務に関するコ

ンサルティング 
⑤ 資 本 金 の 額 3,000 千円 
⑥ 設 立 年 月 日 平成 15 年６月 16 日 
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⑦ 発 行 済 株 式 数 60 株 
⑧ 事 業 年 度 の 末 日 ５月 31 日 
⑨ 従 業 員 数 ３名 
⑩ 主 要 取 引 先 Ｙメソッド・ホールディングス（株）他 
⑪ 主 要 取 引 銀 行 三菱東京ＵＦＪ銀行 

田中舘 喬  40 株  67％  ⑫ 大株主及び持株比率 
田中舘 佐知子  20 株  33％  
資 本 関 係 当社株主（6.88％保有） 
人 的 関 係 該当事項はありません 
取 引 関 係 該当事項はありません 

⑮ 当 社 と の 関 係 等 

関連当事者への 
該当状況 

弊社と役員兼務 

（単位：千円） 
⑯ 最 近 3 年 間 の 業 績  

平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 
総 資 産 138,201 100,703 107,940 
純 資 産 1,907 △30,933 △24,387 
売 上 高 13,800 14,400 18,400 
営 業 利 益 4,513 △3,923 2,214 
経 常 利 益 7,948 △31,168 6,665 
当 期 純 利 益 7,828 △32,840 6,545 
1 株当たり当期純利益(円) 130,469 △547,341 109,092 
1 株当たり配当金(円) － － － 
1 株当たり純資産(円) 31,788 △515,552 △406,460 

 
① 氏名 芝川 洋 
② 住所 兵庫県神戸市東灘区 

資 本 関 係 当社主要株主（11.81％保有） 
人 的 関 係 該当事項はありません 
取 引 関 係 該当事項はありません 

③ 上場会社と当該個人の

関係 

関連当事者への

該当状況 
該当事項はありません 

 
（２） 割当先を選定した理由 

当社は、当社の第２位の株主にあたる芝川洋氏と同じく第４位にあたる有限会社ドリーム・

ワークスと新株の引き受けに関する話し合いを行い、両者に対する第三者割当増資を行うこと
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を決定いたしました。芝川氏からは従前より当社の事業内容及び事業展開をサポートする申し

出を頂いており、過去の実績から見てもその経営支援力が期待できると判断しております。ま

た、有限会社ドリーム・ワークスからも今般、当社の第三者割当増資を引き受けることについ

てご賛同いただいており、将来、当社がさらなる事業発展を目指すうえでのベストパートナー

と考えております。 
今後、芝川氏からは、当社の経営に対し、積極的な助言等を頂き、有限会社ドリーム・ワー

クスとは人材交流を深め、経営企画面において連携を図ってまいります。 
 

（３） 割当先の保有方針 
割当先の保有方針は次のとおりでございます。 
当社と割当先である芝川 洋氏及び有限会社ドリーム・ワークスは、共に、本増資により発行

する普通株式の保有については、中長期的保有を基本方針とする旨の合意をしており、有価証

券上場規定の定めに基づき、芝川洋氏及び有限会社ドリーム・ワークスとの間で、募集株式の

譲渡時における株式会社大阪証券取引所への報告並びに当該報告内容の公衆縦覧等の事項にお

いて、書面により確約する旨の内諾を得ております。 
 

（４） 割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 
当社は、本第三者割当増資の割当先である芝川洋氏及び有限会社ドリーム・ワークスに関し

ましては、本件払込みに資する平成 22 年 8 月末日現在の残高証明書類の提出を受けて確認し

ております。 
 

７．募集後の大株主及び持株比率 
募集前（平成 22 年３月 31 日現在） 募 集 後 

イビサ投資組合 13.66％ 芝川 洋 17.01％ 
芝川 洋 11.81％ 有限会社ドリーム・ワークス 12.76％ 
村木 裕 8.84％ イビサ投資組合 11.80％ 
株式会社ジェイ･フェイス 6.88％ 村木 裕 7.64％ 
SOCIETE GENERALE 

NRA NODTT 
3.62％ 

SOCIETE  GENERALE 

NRA NODTT 
3.13％ 

エイケン工業株式会社 2.83％ エイケン工業株式会社 2.45％ 
村上 洋二 2.06％ 村上 洋二 1.78％ 
志茂 孝雄 1.85％ 志茂 孝雄 1.61％ 
ムラキ社員持株会 1.68％ ムラキ社員持株会 1.46％ 
ムラキ取引先持株会 1.29％ ムラキ取引先持株会 1.12％ 

（注） 有限会社ドリーム・ワークスより、平成 22 年 3 月 23 日付け大量保有報告書の写しの送付が

あり、平成 22 年 3 月 23 日現在で 875 千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社
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の平成 22 年 3 月 31 日時点における株主名簿において、当該事項は反映されておりません。よ

って、実質所有株式数の確認ができませんでしたので、上記募集前においては含めておりませ

ん。 
なお、有限会社ドリーム・ワークスの保有している株式 875 千株は、全て上記の株式会社ジ

ェイ・フェイスより譲渡を受けたものであります。 
 

８．今後の見通し 
本第三者割当増資は、本年度を初年度とする中期経営計画の主要事業のうち新規事業部門の拡

充を図るための試金石となり、販売基盤及び財務基盤の安定化につながるものと考えています。 
また、波及効果として、得意先及び金融機関の与信判断にも好材料となるため、継続及び安定

した取引が見込まれます。 
なお、平成 23 年３月期の業績への影響額は軽微であります。 

・企業行動規範上の手続きに関する事項 
本件第三者割当増資は、①希釈化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うもので

はないこと（新株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の

異動が見込まれるものでないこと）から、株式会社大阪証券取引所が定める「ＪＡＳＤＡＱ等

における企業行動規範に関する規則の特例」第２条に定める独立第三者からの意見入手及び株

主の意思確認手続きは要しません。 
 

（その他投資家が会社情報を適切に理解・判断するために必要な情報） 
本増資で発行する株式の特徴 
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、提出会社における標準となる株式であ

ります。なお、単元株式数は 1,000 株であります。 
 

９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 
（１） 最近３年間の業績（連結）                  （単位：百万円） 

   決 算 期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

売 上 高 11,235 10,440 9,528 

営業利益又は営業損失 (△ ) △499 △19 34 
経常利益又は経常損失 (△ ) △459 11 74 

当期純利益又は当期純損失(△) △347 16 14 
1 株当たり当期純利益又は 1 株

当たり当期純損失(△)(円) 
△27.40 1.32 1.17 

1 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) － － － 
1 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 155.01 156.23 157.08 
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（２） 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 22 年８月 31 日現在） 

種 類 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 12,700,000 株 100％ 

現時点における転換価格（行使価

格）における潜在株式数 
－株 －％ 

下限値の転換価格（行使価格）に

おける潜在株式数 
－株 －％ 

上限値の転換価格（行使価格）に

おける潜在株式数 
－株 －％ 

 
（３） 最近の株価の状況 

 ① 最近３年間の状況 
 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

始 値 150 円 52 円 18 円 

高 値 187 円 121 円 90 円 
安 値 45 円 15 円 18 円 

終 値 52 円 19 円 45 円 
 

② 最近６か月間の状況 
 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

始 値 34 円 45 円 47 円 46 円 40 円 37 円 

高 値 54 円 52 円 62 円 46 円 43 円 37 円 

安 値 33 円 41 円 39 円 39 円 35 円 32 円 

終 値 45 円 48 円 46 円 41 円 36 円 35 円 
 

③ 発行決議日（又は前日）における株価 
平成 22 年９月 3 日現在 

始 値 36 円 

高 値 37 円 

安 値 35 円 

終 値 36 円 
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（４） 最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 
該当事項はありません。                         以上 
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